
「職員の給与等に関する報告及び勧告」の概要 

   平成 29年 10月 6日 熊本県人事委員会 

本年の報告・勧告のポイント 

月例給、ボーナスともに引上げ   ～国は4年連続引上げ、県は2年ぶり引上げ～ 

①  民間給与と職員給与の較差1,203円（0.33％）を解消するため、給料表の水準を引き上げる 

  とともに、子に係る扶養手当の手当額を引上げ 

②  職員のボーナス（期末手当及び勤勉手当）の支給月数を民間に見合うよう、0.20月分引上げ 

 

 

 

１ 人事委員会勧告制度の基本的考え方 

   人事委員会勧告制度は、職員の労働基本権制約の代償措置として、情勢適応の原則及び均

衡の原則に基づき、職員の適正な勤務条件を確保するために設けられているものであり、本

委員会は、県内の民間企業の給与等の状況を精確に調査、分析し、人事院が行う報告及び勧

告、他の地方公共団体の職員の給与等の状況等を総合的に勘案し、報告及び勧告を実施。 

 

２ 民間給与との比較による平成29年の給与改定 

 県内の企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の民間事業所688事業所から218

事業所を無作為に抽出し、実地調査。 

(1) 民間給与との比較 
① 月例給 

民間と本県職員（行政職給料表適用職員（新規学卒者を除く））の４月分の給与額を比

較。 

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） 
較   差 

(Ａ)－(Ｂ)＝(Ｃ) (Ｃ)／(Ｂ)×１００ 

368,831円  367,628円    1,203円    0.33％ 

※  職員構成の相違による影響を除くため、主な給与決定要素である役職段階、年齢、 

学歴を同じくする者同士をラスパイレス方式により比較。 

※ 行政職給料表適用職員（新規学卒者を除く）の平均年齢43歳５月。 

    

② 特別給（期末手当及び勤勉手当） 

昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と本県職員

の支給月数を比較。 

民間の支給割合（Ａ） 職員の支給月数（Ｂ） 差（Ａ－Ｂ） 

4.42月 4.20月 0.22月 



（２） 給与改定  

   ① 月例給 

民間給与との較差及び人事院勧告の内容を踏まえ、次のとおり改定を行う。 

ア  給料表  

・ 行政職給料表について、初任給を2,500円、若年層についても同程度、その他

は、それぞれ800円の引上げを基本に改定 

・ 他の給料表も、行政職給料表との均衡を基本に改定 

 

      イ  扶養手当 

子に係る手当額を500円引上げ 

 

ウ  初任給調整手当 

国家公務員の見直し内容や本県の給料表改定を勘案し、支給月額の限度額を引上げ 

医師：413,300円 → 414,300円    獣医師：30,300円 → 30,400円 

 

② 特別給 

民間の支給割合との均衡を図るため、0.20月分引上げ。 

年間4.20月分 → 4.40月分（引上げ分は勤勉手当に配分） 

 

（３） 実施時期 

    ・月例給：平成29年４月１日 

    ・特別給：平成29年12月期の特別給の支給月数の改定については平成29年12月１日

から、平成30年度以降の特別給の支給月数の改定については平成30年４月

１日から 

 

３ 職員の人事給与等に関する今後の課題 

 

 (1) 人事給与制度 

① 能力及び実績に基づく人事管理の推進 

人事評価制度や等級別基準職務表は、職員の人事給与制度に大きく影響を及ぼすもの

であることから、職員からの信頼を得られるよう、適切な運用に努めていくことが必要。 

 

② 多様で有為な人材の確保及び育成 

人口減少・超高齢化、熊本地震からの復旧・復興など様々な行政課題に対応できる多

様で有為な人材確保のため、積極的な募集広報活動、試験制度の改善、その他処遇改善

等を実施。今後もより効果的な広報活動、試験制度への改善について、各任命権者と検

討をしていく。 

また、職員の意識改革や能力向上を図るための取組を進めるなど、長期にわたる人材

育成を進めていくことが重要。 

 

 

 

 



③ 女性職員の登用 

女性職員が能力を発揮し、生き生きと働くことができる組織の実現は重要な課題であ

り、性別にかかわりなく職員それぞれの能力を最大限に活かす人員配置やキャリア形成

の支援等、女性職員の登用拡大に向けた取組を進めていくことが必要。 

 

④ 雇用と年金の接続 

年金支給開始年齢の引上げに伴い、今後、本県でも再任用希望者の増加が見込まれる

中、国における定年の引上げに伴う人事管理諸制度の検討状況などを注視しつつ、今後、

雇用と年金の接続について検討を行っていくことが必要。 

 
 

(2) 働き方改革と勤務環境の整備 

① 総実勤務時間の縮減 

ア 時間外勤務 

長時間労働の是正は、職員の心身の健康保持のみならず、仕事と家庭の両立を図る上

でも重要であり、各任命権者は時間外勤務の縮減を組織的により一層進めることが必

要。 

特に、管理監督者は、勤務時間の正確な把握と適正な管理を行うことが自らの責務で

あることを改めて強く認識し、業務の合理化・削減に徹底して取り組むことが必要。 

イ 教職員の勤務時間 

学校現場における総実勤務時間の縮減には、管理監督者はもちろん、職員一人ひとり

の意識改革が重要。 

特に管理監督者は、教職員の勤務時間を客観的に把握した上で、業務量を適正に管理

することが必要。今後は、教職員の負担軽減に向けた実効性のある取組を更に進め、国

の動向等を注視しながら、総実勤務時間の縮減に取り組んでいかなければならない。 

ウ 年次有給休暇の取得 

年次有給休暇の計画的取得の推奨、職員への意識啓発を積極的に行うとともに、管理

監督者は適切な業務マネジメントや率先取得等を行い、職員が年次有給休暇を取得しや

すい環境づくりに努めることが必要。 

 

② 職員の健康管理 

生活習慣病の予防とメンタルヘルス対策が職員の健康管理の二つの柱であるが、メン

タルヘルス対策については、熊本地震から１年以上が経過し、職員の疲労蓄積の顕在化

等による心身の健康への影響も懸念されるため、各任命権者はメンタルヘルス対策に積

極的に取り組むことが求められる。 
 
③ 両立支援の推進及びハラスメントの防止 

ア  職員が育児や介護と仕事を両立できる勤務環境の整備が重要であり、育児休業、介

護休暇等を取得しやすい職場づくりに向けて、管理監督者の意識改革などに引き続き

取り組むことが必要。 

イ  職員研修の実施や相談体制整備により、ハラスメントのない良好な勤務環境の整備

に取り組むことが重要。 
 
 
 



④ 柔軟で多様な働き方に関する検討 

フレックスタイム制やテレワークの推進といった、柔軟で多様な働き方については、国

の実施状況のほか、本県の現状や職員のニーズなどを踏まえ、検討を行っていくことが求

められる。 
 
(3) 危機発生時の勤務条件 

災害等の不測の事態に対応する職員は、勤務環境の変化等により、疲労の蓄積やストレ

スの増加などが懸念されるため、各任命権者は、適正な勤務条件及び勤務環境の確保に取

り組むことが必要。 
 
(4) 臨時職員等の勤務条件 

臨時職員の勤務条件については、職員との均衡及び勤務の内容を踏まえた適切なものと

なるよう、各任命権者において引き続き検討することが必要。 

また、地方公務員法等の改正に伴う臨時・非常勤職員の適正な任用・勤務条件の確保の

ため、適切な対応を行うことが必要。 

 

(5) 県民からの信頼の確保 

職員一人ひとりが全体の奉仕者としての自覚を改めて強く持ち、公務員倫理の保持及び

服務規律の遵守に、引き続き努めることが必要。また、各任命権者は、平素からの指導や

職員研修等により、綱紀の保持に万全を期し、県民からの信頼の確保に努めていくことが

重要。 
 

４ 給与に関する勧告実施の要請 

労働基本権制約の代償措置として、職員の適正な勤務条件を確保するという人事委員会勧

告制度が有する意義・役割に深い理解を示され、勧告どおり速やかに実施されるよう要請。 

 

 

 

【参考】 勧告後の平均給与 （行政職：平均年齢43歳５月 平均経験年数21年４月 ） 

給与月額：  ＋１，１６６円 （改定前   367,628円 → 改定後  368,794円） 

〔給料表改定：７７１円  子に係る扶養手当改定：３９４円  はね返り分（注）：１円〕 

（注）給料等の改定に伴い諸手当の額が増減する分 

年間給与：  ＋９４，０００円（改定前  6,014,000円 → 改定後 6,108,000円） 


